
成 果 の 概 要

総   括 主要な施策の成果の概要

 復興・創生期間(５年間)の２年目となる平成２９年度は、東京電力福島第一原子力発電

所事故に伴い、避難区域に指定を受けてきた山木屋地区において、生活圏全域での除染が

完了し放射線量が低減したことなどから、平成２９年３月３１日をもって避難指示が解除

された。そのことにより、町内外の避難者の帰還促進、生活再建及び営農再開に向けた事

業に対し重点的に予算配分を行うなど、国・県との連携を緊密に図りながら、１０度にわ

たる補正予算を編成し、迅速な対応に努めてきたところである。 

主な事業としては、山木屋地区の帰還環境整備事業として、平成３０年４月からの

学校再開に向けた山木屋小中学校建設事業費（１１億７，９２２千円）や、山木屋地区の

農地保全管理を目的とした粗飼料生産流通拠点施設整備事業費（５億１００千円）、近畿

大学の技術支援（ポリエステル培地）を受け、農業・農村に対する風評対策事業として取

り組む施設園芸導入推進事業費（４億７６，０６０千円）など、福島再生加速化交付金等

の補助を活用しながら、復旧・復興のみならず、さらなる農業再生を目指した事業を実施

してきた。また、平成２９年７月１日には、小売店、食堂及び住民票交付等の行政機能を

有する山木屋地区復興拠点商業施設「とんやの郷」を開設し、日用品の販売等により帰還

住民の生活再建に寄与するとともに、山木屋地区の復興を町内外に示すシンボリックな施

設として、賑わいをみせている。また、電波法の改正による防災行政無線のデジタル化に

伴い、町内全域に一斉放送が可能となる仕組みを構築するなど、さらなる防災機能の強化

を図るために、平成２９年度から平成３１年度の３か年の継続事業で実施する町防災行政

無線整備事業（２億２４，０５０千円）においては、電波伝達調査、音達調査やシステム

機器等の納品を受けるなど、着実に事業が進められた。 

このほか、第５次振興計画等を基本としながら、内部被ばく検査や空間・農産物等のモ

ニタリング等の放射線による健康不安への対応など、町民が安全・安心して暮らせる事業

においても十分な予算配分をし、継続して実施した。 

歳入においては、町税のうち町民税が山木屋地区の避難指示解除に伴い、同地区住民へ

の減免見直しや、同地区以外の全町民への一律１割減免措置が撤廃されたことなどにより

増額となったほか、固定資産税については、住宅等の家屋の新築及び増築や、製造業等に

おける設備投資の増加などにより増額となった。軽自動車税についても、新税率の適用に

より前年度に引き続き増額している。地方交付税は、避難指示が解除された山木屋地区の

復旧・復興に係る大型事業を重点的に行ったことにより、補助対象外経費を算定基礎とす

る震災復興特別交付税が大幅な増額となった。また、寄附金については、ふるさとづくり

寄附金のインターネット受付を開始したことや、より多くのふるさと産品を盛り込み返礼

品のリニューアルを行ったことによる効果により、寄附額が倍増となった。 

次に、歳出における目的別の主要な施策の成果の概要は次のとおりである。 

１ 総務費では、町放射性物質除染実施計画に基づき、除染保留箇所等の除染を行うとと 

もに、避難指示が解除された山木屋地区の復興のシンボルとなる山木屋地区復興拠点商

業施設「とんやの郷」を完成させた。また、今後展開する各事業等への財源として、帰

還環境整備交付金基金などの各基金への積立を行った。 

２ 民生費では、少子化対策として、出生時に支給する出産祝金給付金を５万円か

ら１０万円に拡充するとともに、子育てに関する相談や講習会等の子育て支援を

総合的に展開する子育てほっとステーション事業を新たに実施し、子育て世帯の

定住化を促進した。また、高齢化対策として、高齢者保健福祉計画・介護保険事

業計画の策定を行った。 

３ 衛生費では、環境に配慮した再生可能エネルギーを推進していくため、太陽光発電シ

ステム設置補助金を給付したほか、放射線による健康不安の軽減と将来にわたる健康管

理を図るため、ガラスバッチによる外部被ばく線量の測定を行うなど、例年同様の事業

を実施した。 

４ 農林水産業費では、避難指示が解除された山木屋地区での営農再開に向け、農地の保

全管理を目的とした粗飼料生産流通拠点施設整備事業や、未舗装農道の舗装工事を実施

するとともに、営農再開への支援として農事組合等へ補助金の支給等を実施した。ま

た、近畿大学の支援を受けながら、新しい農業の形として、ポリエステル培地を活用し

たアンスリウム栽培を推進・普及する施設園芸導入推進事業を展開した。 

５ 商工費では、前年度に策定した「道の駅川俣活性化計画」に基づき、からりこ館周辺

の整備を行ったほか、福島県事業再開・帰還促進事業を活用し、需要喚起と経済活性化

を図るとともに、山木屋地区の事業再開や住民帰還に資することを目的として、プレミ

アム付商品券発行事業を実施した。 

６ 土木費では、前年度から引き続き、除染後の町道各路線について、舗装等の改良工事

を行うとともに、山木屋地区の町道の機能回復を図り、通行車両及び歩行者の安全確保

を目的として、町道の舗装修繕工事を実施した。また、老朽化した賤ノ田団地につい

て、外壁工事等の長寿命化対策を実施した。 

７ 消防費では、消防力の維持・強化を図るため、既存施設の老朽化に伴い、東福沢消防

コミュニティセンターを新築した。また、防災機能を強化するため、防災行政無線のデ

ジタル化及び屋外放送設備の整備事業に着手した。 

８ 教育費では、山木屋地区の帰還環境整備の一環として、平成３０年度の開校を目指し

た山木屋小中学校建設事業及び山木屋幼稚園改修事業を実施し、山木屋地区の特色を生

かした教育環境を整備した。また、国道114号線及び349号線の改良事業に伴い、該当箇

所での埋蔵文化財試掘調査を実施した。 

９ 災害復旧費では、前年度に引き続き、平成２７年９月の関東・東北豪雨災害により被

害を受けた、町道、橋りょう、林道、農道、農業用水路等の復旧にあたった。 

このほか、具体的な成果の概要については、２ページ以降に記載のとおりである。 



＜表２＞歳入の状況　　（決算統計より引用）
財政分析

　１．財政指標による財政分析
＜表１＞ 　（決算統計より引用） 1,203,463 1,203,463 1,161,120 1,161,120 42,343 3.6

平成29年度 平成28年度 比較 増減率 79,233 79,233 86,921 86,921 △ 7,688 △ 8.8
1,369,985 1,355,785 14,200 1.0 1,748 1,748 1,147 1,147 601 52.4
3,540,896 3,603,185 △ 62,289 △ 1.7 3,738 3,738 3,190 3,190 548 17.2

0 0 0 － 3,537 3,537 1,704 1,704 1,833 107.6
① 2,168,118 2,244,436 △ 76,318 △ 3.4 254,979 254,979 242,712 242,712 12,267 5.1
② 185,485 179,291 6,194 3.5 18,774 18,774 15,073 15,073 3,701 24.6

2,353,603 2,423,727 △ 70,124 △ 2.9 3,005 3,005 2,582 2,582 423 16.4
1,726,207 1,701,609 24,598 1.4 4,134,004 2,168,118 2,884,033 2,244,436 △ 76,318 △ 3.4
4,079,810 4,125,336 △ 45,526 △ 1.1 1,721 1,721 1,792 1,792 △ 71 △ 4.0

0.38 0.36 0 － 28,969 － 30,044 － － －
91.3 89.5 1.8 － 121,959 2,896 117,393 2,797 99 3.5

3,590,232 3,531,533 58,699 1.7 2,654,969 － 2,612,116 － － －
3,930,489 3,946,584 △ 16,095 △ 0.4 1,982,994 － 1,804,582 － － －

2.2 2.4 △ 0.2 － 29,377 3,757 25,050 3,816 △ 59 △ 1.5
2.8 1.9 0.9 － 57,961 － 20,773 － － －

6,667,467 6,511,072 156,395 2.4 143,973 － 1,110,822 － － －
※ － － － － 416,109 － 672,828 － － －
※ － － － － 178,312 35 191,696 3 32 1,066.7
※ 3.1 3.0 0.1 － 603,685 185,485 1,911,191 179,291 6,194 3.5
※ 58.7 76.3 △ 17.6 － 185,485 185,485 179,291 179,291 6,194 3.5

488,559 690,571 △ 202,012 △ 29.3 － － － － － －
95.0 94.9 0.1 － ※ ※

1,312,437 661,682 650,755 98.3 3,930,489 3,946,584

＜表３＞性質別歳出の状況　　（決算統計より引用）

1,053,086 948,290 1,050,805 940,898 7,392 0.8
572,958 114,493 691,133 168,686 △ 54,193 △ 32.1
489,598 470,177 459,662 439,516 30,661 7.0
2,115,642 1,532,960 2,201,600 1,549,100 △ 16,140 △ 1.0
2,636,408 911,738 3,304,735 820,009 91,729 11.2
39,790 31,245 42,887 40,460 △ 9,215 △ 22.8
862,528 547,625 788,306 527,124 20,501 3.9
797,555 － 790,370 － － －

－ － － － － －
70,000 － 70,000 － － －
708,195 566,664 748,680 594,840 △ 28,176 △ 4.7
5,114,476 2,057,272 5,744,978 1,982,433 74,839 3.8
3,818,619 － 3,848,942 － － －
197,516 － 464,709 － － －
4,016,135 － 4,313,651 － － －

※ ※
3,590,232 3,531,533
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①＋②
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地 方 消 費 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

県 支 出 金

自動車取得税交付金

地 方 特 例 交 付 金

決算額
経常一般
財源の額

国 庫 支 出 金

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

経常一般財源
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12,896,769 △ 16,095 △ 0.4

利 子 割 交 付 金

（単位：千円、％）

地 方 債

臨時財政対策債
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平成２９年度一般会計決算における財政分析

調 整 額

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

将 来 負 担 比 率

実 質 公 債 費 比 率

標 準 財 政 規 模

財 政 力 指 数

公 債 費 比 率

地方債年度末現在高

基 準 財 政 収 入 額

基 準 財 政 需 要 額

普 通 交 付 税 額

経常収支比率分子

起 債 制 限 比 率

平成２９年度一般会計歳入歳出決算における財政指標<表１>を前年度と比較し、数値に変
動のあった主なものは次のとおりである。
まず、普通交付税の基準財政収入額については、町民税の所得割、法人税割、軽自動車
税及び地方特例交付金などの伸びにより対前年度比１．０％、１４，２００千円の増額となる一
方、基準財政需要額については、Ｈ２７国勢調査の結果により、測定単位（人口）が減少した
ことなどから、公園費、保健衛生費、地域振興費、地域経済・雇用対策費等が減額となり、全
体で１．７％、６２，２８９千円の減額となったものである。
また、標準財政規模も１．１％、４５，２５６千円の減となった。これは算定の基礎となる標準税
収入額等合計及び普通交付税がともに減額したためである。
地方自治体の財政状況（財政の硬直性）の判断指標となる経常収支比率については、前
年度８９．５％から１．８ポイント上昇し、９１．３％となっている。要因としては、分子となる歳出
の経常一般財源の額が、補助費等の増により増額となる一方、分母となる歳入の経常一般
財源の額が、地方譲与税等の減により減額となったことが理由である。
起債制限比率及び公債費比率については、前年度に比べ起債制限比率は減少したもの
の、公債比率は増加となった。これは、平成２６年度に起債した庁舎建設事業など、大型建
設事業債の償還が始まったことにより比率が上昇したことによる。
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の規定に基づき算定する実質公債費比率
は、大型事業の公債費の増加や伊達地方消防組合の地方債償還に係る負担見込額の増加
等により０．１ポイント上昇している。
一方、将来負担比率については、地方債現在高が増加し、充当可能特定歳入が減額した
ことにより分子が増加したものの、財政調整基金（年度末残高は前年度比プラス９８．３％、６
億５０，７５５千円の増）を積み立たことや、２９年度末に５名の職員が定年退職し、職員が若年
化したことにより退職手当負担見込額が減少したこと等により、前年度比１７．６ポイントの減
少となったものである。



総   括

      平成２９年度一般会計の決算規模は、次のとおりである。

〈表4〉          （単位：千円、％）

平成29年度 平成28年度 比較 増減率

(A) 11,922,510 12,896,769 △ 974,259 △ 7.6

(B) 11,246,253 12,260,229 △ 1,013,976 △ 8.3

(C) 676,257 636,540 39,717 6.2

(D) 393,907 195,679 198,228 101.3

(E) 282,350 440,861 △ 158,511 △ 36.0

(F) △ 158,511 264,154 △ 422,665 △ 160.0

(G) 430,324 160 430,164 268,852.5

(H) － － － －

(I) － 445,629 △ 445,629 皆減

271,813 △ 181,315 453,128 △ 249.9

成 果 の 概 要

 １．決算規模

実 質 単 年 度 収 支
(F)+(G)+(H)-(I)

区           分

歳 入 総 額

歳 出 総 額

差 引 (A)-(B)

翌年度へ繰り越すべき財源

実 質 収 支 (C)-(D)

単 年 度 収 支

財政調整基金積立金

繰 上 償 還 金

財政調整基金取崩金

前年度と比較すると、歳入が９億７４，２５９千円、７．６％減、歳出も１０億１３，９７６千円、

８．３％減となり、昨年度を下回る決算額となった。この決算額には、平成２８年度からの

繰越明許費・事故繰越し等として、山木屋地区復興拠点商業施設整備事業費（３億２２，

７９３千円）、農業基盤整備促進事業費（３９，５９１千円）、ふくしま森林再生事業費（５５，

９８１千円）及び農地・農業用施設災害復旧事業費（３７，１２７千円：事故繰越し）などの

経費が含まれたものとなっている。

平成２９年度の決算収支の状況については、歳入歳出差引額（形式収支）が６億７６，２

５７千円、翌年度へ繰り越す財源を差し引いた実質収支は２億８２，３５０千円となり、財政

調整基金へ４億３０，３２４千円を積み立てたことにより、実質単年度収支では２億７１，８１

３千円の黒字となったものである。

２．歳 入

(1) 総 括

平成２９年度の歳入総額は１１９億２２，５１０千円で、前年度（１２８億９６，７６９千円）と比

べ ９億７４，２５９千円、７．６％の減となった。

歳入決算額の内訳は＜表５＞のとおりであり、構成比が最も大きいのは地方交付

税４１億３４，００４千円で、続いて国庫支出金２６億５５，３８１千円、県支出金

１９億８２，５８２千円、町税１２億３，４６３千円、町債６億３，６８５千円、繰越金４億１６，

１０９千円、地方消費税交付金２億５４，９７９千円、の順となり、これらで歳入総額の９

４．４％を占めている。

また、前年度と比較すると、地方交付税が１２億４９，９７１千円、４３．３％と増額していが、

これは、現年度分として山木屋小中学校・幼稚園建設事業、粗飼料生産流通拠点施設

整備事業、施設園芸導入推進事業等の復旧・復興事業を重点的に行ったことや、過年

度分として山木屋地区復興拠点整備事業、農業基盤整備促進事業等を平成２９年度に

交付算定がされたことにより、震災復興特別交付税が大幅に増額したためである。

その他、利子割交付金、株式等譲渡所得割交付金、寄附金等も増額している。

一方、繰入金が９億６６，８４９千円、８７．０％と大幅に減額となっているが、これは、前年度に、一

般財源の不足分を補うための財政調整基金からの繰り入れや、復興公営住宅建設事業等の財源

として生活拠点形成交付金基金からの繰り入れがあったためである。

その他、町債、繰越金、地方譲与税、諸収入等も減額となっている。

寄附金については、 前年度に比べ３７，１８８千円、１７９．０％の大幅増となっているが、要因と

しては、ふるさとづくり寄附金のインターネット受付の開始等により、寄附額が増加したことによるも

のである。

町債については、前年度に比べ１３億７，５０６千円、６８．４％の大幅減となっている。要因として

は、前年度は新庁舎建設に伴う被災施設復旧関連事業債（約１２億円）等の大型の借入があった

が、同事業が完了したことによるもの、また、平成２９年度は普通建設事業などの抑制等により、借

入を抑えたことが要因である。

繰越金については、財政調整基金条例第２条の規定により平成２８年度歳計剰余金の２分の１の

額２億２０，４３１千円を平成２９年度へ繰り越したほか、繰越明許費１億６８，１９０千円、事故繰越し

２７，４８９千円を繰り越した。主な繰越事業としては、新庁舎建設事業、山木屋地区復興拠点（商

業施設）整備事業、農業基盤整備促進事業、農地・農業用施設災害復旧事業等である。

平成２９年度一般会計決算の概要

<表５>　一　般　会　計　歳　入　決　算　総　括
（単位：千円，％）

収入済額 不 納 収 入 調定に対す収 入前 年 度 の 収入済額の対 増減率
区　　　分 予算現額 調 定 額 る収入割合構 成 比収 入 済 額前年度増減額

（Ａ） 欠 損 額 未 済 額 （％） （％） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） （％）

 1.町税 1,199,672 1,267,098 1,203,463 4,944 58,691 95.0 10.1 1,161,120 42,343 3.6

 2.地方譲与税 79,233 79,233 79,233 100.0 0.7 86,921 △ 7,688 △ 8.8

 3.利子割交付金 1,200 1,748 1,748 100.0 0.0 1,147 601 52.4

 4.配当割交付金 2,900 3,738 3,738 100.0 0.0 3,190 548 17.2

 5.株式等譲渡所得割交付金 3,537 3,537 3,537 100.0 0.0 1,704 1,833 107.6

 6.地方消費税交付金 254,979 254,979 254,979 100.0 2.1 242,712 12,267 5.1

 8.自動車取得税交付金 18,774 18,774 18,774 100.0 0.2 15,073 3,701 24.6

 9.地方特例交付金 3,005 3,005 3,005 100.0 0.0 2,582 423 16.4

10.地方交付税 4,134,004 4,134,004 4,134,004 100.0 34.7 2,884,033 1,249,971 43.3

11.交通安全対策特別交付金 1,600 1,721 1,721 100.0 0.0 1,792 △ 71 △ 4.0

12.分担金及び負担金 33,617 34,463 32,695 1,768 94.9 0.3 33,230 △ 535 △ 1.6

13.使用料及び手数料 116,757 121,794 117,834 3,960 96.7 1.0 113,794 4,040 3.6

14.国庫支出金 2,855,093 2,655,381 2,655,381 100.0 22.3 2,612,834 42,547 1.6

15.県支出金 2,574,196 1,982,582 1,982,582 100.0 16.6 1,803,864 178,718 9.9

16.財産収入 29,654 29,377 29,377 100.0 0.2 25,051 4,326 17.3

17.寄附金 56,965 57,961 57,961 100.0 0.5 20,773 37,188 179.0

18.繰入金 453,625 143,973 143,973 100.0 1.2 1,110,822 △ 966,849 △ 87.0

19.繰越金 416,109 416,109 416,109 100.0 3.5 672,828 △ 256,719 △ 38.2

20.諸収入 184,844 178,855 178,711 144 99.9 1.5 192,108 △ 13,397 △ 7.0

21.町債 686,685 603,685 603,685 100.0 5.1 1,911,191 △ 1,307,506 △ 68.4

歳  入  合  計 13,106,449 11,992,017 11,922,510 4,944 64,563 99.4 100.0 12,896,769 △ 974,259 △ 7.6
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成 果 の 概 要

その他、＜表６＞の軽自動車については、新税率の適用により、前年度と比べ、５，

５８２千円、１３．２％の増、町たばこ税については、町内でのたばこ購入本数が減少

したことにより、前年度と比べ１０，２２５千円、１０．２％の減となった。

（３） 地方交付税

地方交付税の決算額は、４１億３４，００４千円で、前年度（２８億８４，０３３千円）と比

べ１２億４９，９７１千円、４３．３％の増となり、歳入総額に占める地方交付税総額の割

合は３４．７％となったところである。

普通交付税については、基準財政収入額（普通交付税算定ベース）では、市町村

たばこ税や地方消費税交付金等が減額となったが、法人税割の大幅増に伴う町民

税の伸び等により、総額は１４，２００千円の増額となる一方、基準財政需要額では、

保健衛生費、高齢者保健福祉費、地域振興費、地域・経済雇用対策費、人口減少

等特別対策事業費等の減額により、総額は６２，２８９千円の減額となったことなどか

ら、交付決定額が２１億６８，１１８１千円となり、前年度比７６，３１８千円、３．４％の減

額となった。

特別交付税については、消防団員確保６，２５８千円や文化財８，５７０千円等、前

年度は算定がなかった項目を新たに算定したことにより、交付総額は２億１３，５９２千

円となり、前年度比３６，４８２千円、２０．６％の増額となった。

震災復興特別交付税については、山木屋小中学校・幼稚園建設事業をはじめとし

た、避難指示が解除された山木屋地区の復旧復興に係る大型事業を重点的に行っ

たほか、山木屋地区復興拠点商業施設整備事業等の過年度分を算定したことと等

により、交付総額は１７億５２，２９４千円で、前年度比１２億８９，８０７千円、２７８．９％

の大幅な増額となった。

町税のうち主要な科目である町民税及び固定資産税の状況＜表７＞を見ると、

町民税の個人分については、前年度と比べ６９，９８８千円、１５．９％の増となった。

これは、原発事故による避難区域の指定に伴い、山木屋地区民の全額免除されて

いた町民税が、前年度末をもって避難区域が解除されたことにより、所得に応じた

課税が再開されたこと、また、山木屋地区民以外についても一律１割の減免が撤

廃されたことによるものである。また、法人分については、除染・復興復興関連事業

の縮小に伴い、町内の土木・建設業の売上が減収したことから、前年度比３８，２８

４千円、２９．４％の減となった。

固定資産税については、製造業等における機械及び装置などの設備投資の増

により、うち償却資産分が、前年度比９，３５９千円、８．２％の増額となった。

(2) 町 税

町税の決算額は、１２億３，４６３千円で、前年度（１１億６１，１２０千円）と比較して

４２，３４３千円、３．６％の増となった。また、 歳入総額における構成比では前年度

（９．０％ ）を１．１ポイント上回る１０．１％となり、歳入の１割を占めている。

税目ごとの構成比では、最も高いのが町民税４９．９％（前年度４９．０％）で全体

の半数を占め、次いで交付金を含めた固定資産税の３８．６％（前年度３８．７％）、

町たばこ税７．５％（前年度８．６％）、軽自動車税４．０％（前年度３．７％）の順と

なっている。

また、税の徴収率については、町税全体で９５．０％となっており、前年度の９４．

９％を０．１ポイント上回っている。

<表６>

平成29年度 平成28年度 比　　較

区      分 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 (A)-(B) 増減率

（Ａ） （％） （Ａ） （％） （％）

個 人 509,004 42.3 439,016 37.8 69,988 15.9

町 法 人 91,811 7.6 130,095 11.2 △ 38,284 △ 29.4

計 600,815 49.9 569,111 49.0 31,704 5.6

固 定 資 産 税 463,761 38.5 448,447 38.6 15,314 3.4

交 付 金 1,118 0.1 1,150 0.1 △ 32 △ 2.8

計 464,879 38.6 449,597 38.7 15,282 3.4

48,026 4.0 42,444 3.7 5,582 13.2

税 89,743 7.5 99,968 8.6 △ 10,225 △ 10.2

1,203,463 100.0 1,161,120 100.0 42,343 3.6

（単位：千円，％）

町

民

税

固

定

資

産

税

94.9 0.1ポイント

軽 自 動 車 税

町 た ば こ 税

徴収率 95.0

合　　計

<表７>

平 成 29 年 度平 成 28 年 度 比　　較

区      分 決 算 額 決 算 額 (A)-(B) 増減率

（A） （B） （％）

均 等 割 21,887 18,878 3,009 15.9

個 人 所 得 割 487,117 420,138 66,979 15.9

計 509,004 439,016 69,988 15.9

均 等 割 32,049 35,175 △ 3,126 △ 8.9

法 人 法 人 税 割 59,762 94,920 △ 35,158 △ 37.0

計 91,811 130,095 △ 38,284 △ 29.4

600,815 569,111 31,704 5.6

う ち 土 地 172,775 170,050 2,725 1.6

純固定 家 屋 167,334 164,104 3,230 2.0

資産税 償 却 資 産 123,652 114,293 9,359 8.2

463,761 448,447 15,314 3.4

合計

町

民

税

固

定

資

産

税

（単位：千円，％）

合計
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＜図１＞　歳入決算の構成比

成 果 の 概 要

(4) 国庫支出金

国庫支出金の歳入決算額は、２６億５５，３８１千円となっており、対前年度比では４

２，５４７千円、１．６％の微増となっている。

増額の主な内訳としては、ため池除染事業等に対する福島再生加速化交付金

（基金分含む）１５億８２，７６２千円が対前年度比３億１１，７０７千円の増額、山木屋

地区復興拠点商業施設整備事業に対する津波・原子力災害被災地域雇用創出企

業立地補助金（過年度分及び繰越明許費含む）３億５６，６２９千円が対前年度比２

億８１，６１８千円の増額となったことによる。

減額の主な内訳としては、生活拠点形成交付金５１，７５４千円が対前年度比２億

７，２７８千円の減額、土木施設災害復旧費国庫負担金（繰越明許費含む）１０，５１

１千円が対前年度比９４，０９０千円の減額、事業の終了により臨時福祉給付金給付

事業補助金が皆減（前年度１億４４，９１７千円）となったためである。

（5） 町 債

町債の歳入決算額は、６億３，６８５千円となっており、対前年度比では１３億７，５

０６千円、６８．４％の減となっている。

起債の内訳は、臨時財政対策債１億８５，４８５千円、町道４路線の改良工事の過

疎対策事業債３６，５００千円、同じく町道３路線の改良工事の公共事業等債１８，３

００千円、デジタル防災行政無線整備事業として緊急防災・減災事業債２億２２，６０

０千円、東福沢消防コミュニティセンター建設事業・山木屋消防屯所建設費用として

同事業債６７，９００千円、平成２７年度の豪雨災害により被災した箇所の災害復旧

事業として過年補助災害復旧事業債４，７００千円、一般単独災害復旧事業債１４，

０００千円、大作集会所建設事業として福島県市町村振興基金２１，６００千円などと

なっている。

（6） 歳入の構造

以上の結果、一般財源（町税・地方譲与税・利子割交付金・配当割交付金・株式

等譲渡所得割交付金・地方消費税交付金・自動車取得税交付金・地方特例交付

金・地方交付税・交通安全対策特別交付金）の合計は、５７億４，２０２千円となり、対

前年度比で１３億３，９２８千円、２９．６％増となった。歳入総額に占める一般財源の

割合は４７．８％で前年度の３４．１％を１３．７ポイント上回った。また、特定財源の合

計は６２億１８，３０８千円となり、対前年度比で１２億９７，００２千円、１７．２％減と

なった。

歳入を自主財源と依存財源に分別した状況は、＜表８＞及び＜図１＞のとおりと

なるが、自主財源を前年度決算額で比較すると、構成比は前年度の２５．８％を７．５

ポイント回る１８．３％となっている。

繰入金 1.2%

分担金及び負担金 0.3%
財産収入 0.2%

地方交付税
34.7%

町債
5.1%

国庫支出金
22.3%

依存財源
81.7%

自主財源
18.3%

繰越金

3.5%

歳入

自動車取得税交付金 0.2%

配当割交付金

地方特例交付金
交通安全対策特別交付金

株式等譲渡所得割交付金
利子割交付金

地方消費税交付金
2.1%

地方譲与税 0.7%

11,922,510千円
100.0%

諸収入 1.5%

使用料及び手数料 1.0%

町税

10.1％

寄附金 0.5%
県支出金
16.6%

<表８>　自主・依存財源内訳

構成比 構成比

1,203,463 10.1 4,134,004 34.7

416,109 3.5 2,655,381 22.3

178,711 1.5 1,982,582 16.6

143,973 1.2 603,685 5.1

117,834 1.0 254,979 2.1

57,961 0.5 79,233 0.7

32,695 0.3 18,774 0.2

29,377 0.2 3,738

3,537

3,005

1,748

1,721

2,180,123 18.3 9,742,387 81.7

前 年 度 の 自主 財源 3,329,726 25.8 前 年 度 の 依存 財源 9,567,043 74.2

平成29年度－平成28年度 △ 1,149,603 △ 7.5 平成29年度－平成28年度 175,344 7.5

地 方 消 費 税 交 付 金

交通安全対策特別交付金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付金

地 方 譲 与 税

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

合　　計

参
考

（単位：千円、％）

依　　　存　　　財　　　源

地 方 交 付 税

繰 入 金

繰 越 金

県 支 出 金

町 債

国 庫 支 出 金

自     主     財     源

財 産 収 入

分 担 金 及 び 負 担 金

町 税

諸 収 入

寄 附 金

参
考

使 用 料 及 び 手 数 料

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

合　　計
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＜図２＞　一般会計歳出決算の構成比　（目的別）

成 果 の 概 要

３．歳 出

平成２９年度の歳出決算総額は１１２億４６，２５３千円（うち前年度繰越分６億１０，０７４千
円）で、前年度の１２２億６０，２２９千円に比べ、 １０億１３，９７６千円、８．３％の減となって
いる。

(1) 目的別歳出の状況

歳出決算額を行政目的別にみると、構成比が最も高いのは総務費で歳出決算総額の３
０．４％、次いで教育費１７．６％、民生費１４．７％、農林水産業費１３．７％などとなっている。
前年度に比べ増減率の大きいものは農林水産業費４２３．５％、教育費８１．４％､消防費５
４．７％などが増となり、 災害復旧費６３．１％、土木費５７．０％、総務費４０．２％などがそ
れぞれ減となっている。
総務費は、２２億９４，２７２円の減となった。減額となった主な事業については、新庁舎建
設事業費（繰越明許費等含む）が新庁舎の完成に伴い１５億１６，１６６千円の減となり、新
庁舎関連事業として新庁舎ネットワーク整備事業費（繰越明許費）１７，６２８千円、自治体
情報システム強化対策事業費（繰越明許費）１５，３１４千円及び町合併６０周年・新庁舎落
成記念事業費４，２２５千円が皆減した。また、除染対策事業費（繰越明許費含む）が除染
事業の進捗により４億９４，６１３千円の減となった。
民生費は、１億５，６２１千円の減となったが、そのほとんどが前年度に消費税率引上げの
影響緩和として措置された、臨時福祉給付金給付事業の終了による事業費１億３６，６７８
千円の皆減によるもの。
衛生費については、浄化槽設置整備事業費３，０２５千円や太陽光発電システム設置整
備事業費３，８０９千円などが増額したが、保健センター施設管理費３，８９２千円や水道事
業会計への繰出金２５，５９７千円などが減額となり、差し引き２１，５３２千円の減となった。
農林水産業費は、粗飼料生産流通拠点施設整備事業費５億１００千円、施設園芸導入
推進事業費４億７６，０６０千円、営農再開支援事業費９１，０５９千円など、山木屋地区での
営農再開に向けた大型復興事業が着手されたことにより、全体で１２億５０，７２２千円と大
幅な増額となった。
商工費については、工業団地造成事業特別会計への繰出金や企業誘致関連業務に係
る経費等の工業団地事業費３２，４９１千円が、工事の完了により減額となる一方、プレミア
ム付商品券発行事業等の商工業振興事業諸経費３８，３６２千円が増額となり、全体では３，
６０８千円の微増となった。
土木費は、７億４６，８５２千円の減となったが、主には復興公営住宅建設事業の完成によ
り、復興公営住宅整備事業費（逓次繰越し含む）５億８１，８９３千円が皆減したことや、前年
度からの繰越しも含めた町道各路線の新設・改修事業が完了したことによるもの。
消防費は、３年間の継続事業で実施するデジタル防災行政無線整備事業に着手したこ
となどにより、２億５８，３０８千円の増となった。
教育費については、川俣南小学校体育館建設事業費（逓次繰越しを含む）２億５２，４０２
千円が工事完了により皆減となる一方、山木屋地区での教育環境の整備のための山木屋
小中学校建設事業費１０億３８，１９５千円や山木屋幼稚園改修事業費１億２３，６７９千円
の増額等により、全体では８億９０，７１５千円の増となった。
災害復旧費については、平成２７年９月に発生した関東・東北豪雨災害による被災箇所
の災害復旧工事の完了等により、２億７７，７８４千円の大幅な減額となった。
公債費については、平成２６年度に借入れをおこなった、新庁舎外構工事事業にかかる
一般単独事業債が平成２９年度から元金償還開始等により元利償還金が増加したことによ
り、２９，９３６千円の増となった。

民生費
14.7%

衛生費
3.6%

歳出

総務費
30.4%

公債費
4.4%

教育費
17.6%

商工費 1.8%

農林水産業費
13.7%

議会費 0.9%

消防費 6.5%

土木費
5.0%

11,246,253千円

100.0%

災害復旧費 1.4%

<表９>　一般会計歳出決算内訳　（目的別）

比　　較
区　　　分 決算額 構成比 決算額 構成比 (A)-(B) 増減率

（Ａ） （％） （B） （％） （％）

 1.議会費 97,895 0.9 99,099 0.8 △ 1,204 △ 1.2

 2.総務費 3,413,659 30.4 5,707,931 46.6 △ 2,294,272 △ 40.2

 3.民生費 1,651,597 14.7 1,757,218 14.3 △ 105,621 △ 6.0

 4.衛生費 400,678 3.6 422,210 3.4 △ 21,532 △ 5.1

 5.農林水産業費 1,546,065 13.7 295,343 2.4 1,250,722 423.5

 6.商工費 206,938 1.8 203,330 1.7 3,608 1.8

 7.土木費 562,833 5.0 1,309,685 10.7 △ 746,852 △ 57.0

 8.消防費 730,126 6.5 471,818 3.8 258,308 54.7

 9.教育費 1,984,507 17.6 1,093,792 8.9 890,715 81.4

10.災害復旧費 162,357 1.4 440,141 3.6 △ 277,784 △ 63.1

11.公債費 489,598 4.4 459,662 3.8 29,936 6.5

歳  出  合  計 11,246,253 100.0 12,260,229 100.0 △ 1,013,976 △ 8.3

（単位：千円，％）
平成29年度 平成28年度
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＜図３＞　一般会計歳出決算の構成比 　（性質別）

成 果 の 概 要

（2） 性質別歳出の状況

歳出決算額を性質別に分類すると、 義務的経費、投資的経費、その他の経費に

大別することができる。

義務的経費・人件費のうち職員給は県人事委員会勧告により、全体的に引上げ

となり、対前年度比３，３８４千円、０．６％の増となったところである。

扶助費では、対前年度比１億１８，１７５千円、１７．１％の減となったが、主な要因

は、消費税率引き上げに伴い、低所得者対策として設けられた臨時福祉給付金給

付事業が、前年度で終了したことによるものである。

投資的経費となる普通建設事業費は、３８億１８，６１９千円となり、ほぼ前年度並

みの額となっている。これは、新庁舎建設事業、復興公営住宅建設事業、川俣南

小学校体育館建設事業などの事業が完了する一方、粗飼料生産流通拠点施設整

備事業、施設園芸導入推進事業、山木屋小中学校建設事業、山木屋幼稚園改修

事業等の避難解除に伴う、復旧復興関連の大型事業が着手されたことによるもの

である。

災害復旧事業費は、平成２７年９月発生の関東・東北豪雨災害の災害復旧工事

の完了等により、対前年度比２億６７，１９３千円、５７．５％減となった。

その他の経費のうち物件費については、対前年度比６億６８，３２７千円、２０．２％

の減となっているが、除染作業の進捗に伴い除染対策事業費が減額となったこと

が主な要因である。

補助費等については、町道日和田・中丁線の工事負担金１３，９９９千円の皆増

や、伊達地方消防組合負担金１９，３３７千円の増額等により、対前年度比７４，２２

２千円、９．４％の増となっている。

繰出金については、対前年度比４０，４８５千円、５．４％減となっているが、これは

介護保険特別会計繰出金２６，１０９千円の減や、西部工業団地の造成工事が完

了したことにより、工業団地造成事業特別会計繰出金２３，０８５千円が皆減したこと

が主な要因である。

維持補修費については、対前年度比３，０９７千円、７．２％減となっているが、前

年度に比べ降雪が少なかったことにより、道路除雪作業委託料が減少したこと等に

よる。

その他については、積立金や貸付金などであるが、積立金については対前年度

比７，１８５千円、０．８％の微増となった。これは、財政調整基金積立金４億３０，１７

３千円が皆増となる一方、生活拠点形成交付金基金２億２８，４１２千円、帰還環境

整備交付金基金１億９９，１０１千円がそれぞれ減額となったことによるものである。

貸付金については、前年と同額である。

補助費等
7.7%

繰出金
6.3%

義務的
経費
18.8%

扶助費
5.1%

物件費
23.4%

公債費
4.3%

人件費
9.4%

歳出

投資的
経費
35.8%

その他
の経費
45.4%

維持補修費 0.3%

普通建設

事業費
34.0%

災害復旧事業費 1.8%

その他
積立金
貸付金
7.7%

11,246,253千円

100.0%

＜表１０＞　一般会計歳出決算内訳　（性質別）　（決算統計より引用）

比　　較

決算額 構成比 決算額 構成比 (A)-(B) 増減率

（Ａ） （％） （B） （％）  （％）

2,115,642 18.8 2,201,600 17.9 △ 85,958 △ 3.9

　人件費 1,053,086 9.4 1,050,805 8.6 2,281 0.2

うち職員給 606,883 5.4 603,499 4.9 3,384 0.6

　扶助費 572,958 5.1 691,133 5.6 △ 118,175 △ 17.1

　公債費 489,598 4.3 459,662 3.7 29,936 6.5

4,016,135 35.8 4,313,651 35.2 △ 297,516 △ 6.9

　普通建設事業費 3,818,619 34.0 3,848,942 31.4 △ 30,323 △ 0.8

　災害復旧事業費 197,516 1.8 464,709 3.8 △ 267,193 △ 57.5

5,114,476 45.4 5,744,978 46.9 △ 630,502 △ 11.0

　物件費 2,636,408 23.4 3,304,735 27.0 △ 668,327 △ 20.2

　補助費等 862,528 7.7 788,306 6.4 74,222 9.4

　繰出金 708,195 6.3 748,680 6.1 △ 40,485 △ 5.4

  維持補修費 39,790 0.3 42,887 0.3 △ 3,097 △ 7.2

  その他 867,555 7.7 860,370 7.1 7,185 0.8

11,246,253 100.0 12,260,229 100.0 △ 1,013,976 △ 8.3歳  出  合  計

（単位：千円，％）

義務的経費

投資的経費

その他の経費

区　　　分

平成29年度 平成28年度



（単位：千円）

区　　　　　　　分 予 算 現 額 決 算 額 執 行 率 実質収支額 摘　                 　　　　　要

歳　入 13,106,449 11,922,510 91.0 翌年度へ繰り越すべき財源　393,907千円

歳　出 13,106,449 11,246,253 85.8 282,350

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 歳　入 2,002,735 2,083,897 104.1

（ 事 業 勘 定 ） 歳　出 2,002,735 1,903,453 95.0 180,444

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 歳　入 12,472 12,469 100.0

（ 診 療 施 設 勘 定 ） 歳　出 12,472 12,469 100.0 0

歳　入 1,916,006 1,926,883 100.6

歳　出 1,916,006 1,863,204 97.2 63,679

歳　入 176,996 176,558 99.8

歳　出 176,996 176,498 99.7 60

歳　入 12,091 11,817 97.7

歳　出 12,091 10,742 88.8 1,075

歳　入 26,368 26,366 100.0

歳　出 26,368 26,366 100.0 0

歳　入 18,878 17,079 90.5

歳　出 18,878 17,079 90.5 0

歳　入 10,460 10,461 100.0

歳　出 10,460 122 1.2 10,339

歳　入 8,901 8,899 100.0

歳　出 8,901 147 1.7 8,752

歳　入 941 922 98.0

歳　出 941 84 8.9 838

歳　入 1,120 1,542 137.7

歳　出 1,120 96 8.6 1,446

歳　入 6,610 6,704 101.4

歳　出 6,610 6,095 92.2 609

収　益 歳　入 289,841 280,320 96.7

関　係 歳　出 269,235 239,432 88.9 40,888

資　本 歳　入 67,242 43,678 65.0

関　係 歳　出 130,383 89,241 68.4 ▲ 45,563

飯 坂 財 産 区 特 別 会 計

大 綱 木 財 産 区 特 別 会 計

一 般 会 計

川俣町奨学資金特別会計

介 護 保 険 特 別 会 計

後期高齢者医療特別会計

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計

工業団地造成事業特別会計

平成２９年度　川俣町一般会計・特別会計歳入歳出決算総括

収入額が支出額に不足する額45,563千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整
額2,888千円、過年度分損益勘定留保資金3,024千円、当年度分損益勘定留保資金39,651千
円で補填した。

小 綱 木 財 産 区 特 別 会 計

山 木 屋 財 産 区 特 別 会 計

水 道 事 業 会 計

小 島 財 産 区 特 別 会 計



 歳出目的 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13   

歳出性質 議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費 農林水産業費 商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 災害復旧費 公 債 費 予 備 費 計 構 成 比

1 人件費 80,498 481,998 110,536 64,536 51,032 18,736 40,541 17,840 187,369 1,053,086 9.4

2 物件費 16,672 264,580 1,639,430 163,653 35,149 70,054 59,830 27,335 359,705 2,636,408 23.4

3 維持補修費 389 2,091 836 7,628 623 22,817 446 4,960 39,790 0.3

4 扶助費 564,612 8,346 572,958 5.1

5 補助費等 736 84,492 176,830 115,728 2,500 64,747 21,100 19,507 254,044 122,844 862,528 7.7

 (1)国に対するもの 89 15,046 187 2,603 799 181 18,905 0.2

 (2)県に対するもの 127 2,286 2,413 0.0

(3)同級他団体に対するもの

 (4)一部事務組合負担金 11 601 893 97,899 243,915 343,319 3.1

 (5)その他に対するもの 725 83,802 160,891 17,515 2,500 62,144 21,100 19,507 7,044 122,663 497,891 4.4

6 普通建設事業費 55,499 2,646,982 43,635 175,545 20,288 492,870 326,285 57,515 3,818,619 34.0

 (1)補助事業費 2,609,531 35,719 64,538 309,661 3,019,449 26.8

 (2)単独事業費 55,499 37,451 7,916 83,007 20,288 183,209 326,285 57,515 771,170 6.9

 (3)県営事業負担金

(4)同級他団体施行事業負担金 28,000 28,000 0.2

7 災害復旧事業費 197,516 197,516 1.8

 (1)補助事業費 114,732 114,732 1.0

 (2)単独事業費 82,784 82,784 0.7

(3)県営事業費

8 失業対策事業費

 (1)補助事業費

 (2)単独事業費

9 公債費 489,598 489,598 4.3

10 積立金 795,873 19 20 1 1,642 797,555 7.1

11 投資及び出資金

12 貸付金 70,000 70,000 0.6

13 繰出金 702,917 5,213 65 708,195 6.3 　　※財源内訳計と純決算額との比較

97,906 1,682,831 5,843,417 388,408 2,500 334,102 200,801 640,778 626,015 742,381 197,516 489,598 11,246,253 100.0 純決算額 差額Ａ－Ｂ 差額の内訳

国庫支出金 356,721 1,910,724 11,972 151,766 5,192 47,415 2,483,790 22.1 2,655,381 ▲ 171,591

性質による振替分：▲412千円（県支出金へ）
充当先なし分：生活拠点形成交付金▲51,754千
円、津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地
補助金▲119,424千円、福島原子力災害避難区域
等帰還・再生加速事業委託金▲1千円（いずれも過
年度分）

同 県支出金 35,250 1,779,448 7,415 87,188 41,012 11,618 15,417 1,977,348 17.6 1,982,582 ▲ 5,234

性質による振替分：412千円（国庫支出金から）
充当先なし分：災害弔慰金等県負担金▲5,625千
円、子どものための教育保育給付費▲21千円（い
ずれも過年度分）

上 使用料・手数料 8,746 36,109 2,053 152 894 53,874 13,696 115,524 1.0 117,834 ▲ 2,310

性質による振替分：4,125千円（分担金・負担金・寄
附金から）
充当先なし分：電柱敷地等使用料▲531千円、道
路占用料・使用料▲3,925千円、公共用財産使用
料▲417千円、公園使用料▲388千円、体育施設
用地・敷地等使用料▲208千円、過年度分使用料
等▲966千円

財 分担金・負担金・寄附金 12,000 12,705 50,524 4,646 79,875 0.7 90,656 ▲ 10,781

性質による振替分：▲4,125千円（使用料・手数料
へ）、399千円（諸収入から）
充当先なし分：一般寄附金▲5,020千円、災害対策
寄附金▲2,035千円

源 財産収入 9,965 19 20 1 48 2 10,055 0.1 29,377 ▲ 19,322
充当先なし分：町有地売払収入▲15,087千円、町
有地・町有建物貸付料▲3,757千円、株式配当金
▲474千円、基金積立金利子等▲4千円

内 繰入金・繰越金 27,166 143,662 12,192 129,485 2,000 10,448 324,953 2.9 560,082 ▲ 235,129
充当先なし分：特別会計繰入金▲10,122千円、繰
越金▲225,007千円

訳 諸収入 3,270 4,075 2,449 45 12,008 73,850 641 41 32,740 14,774 143,893 1.3 178,711 ▲ 34,818

性質による振替分：▲399千円（分担金・負担金・寄
附金へ）
充当先なし分：延滞金▲1,540千円、損害賠償金▲
14,944千円、宝くじ交付金▲2,338千円、その他預
金利子・還付金・返還金等▲15,597千円

地方債 26,000 81,700 291,800 18,700 418,200 3.7 603,685 ▲ 185,485 充当先なし分：臨時財政対策債▲185,485千円

一般財源等 97,906 1,203,713 1,956,675 364,499 2,455 222,561 84,997 211,694 334,174 622,810 120,953 470,178 5,692,615 50.6 5,704,202 ▲ 11,587

Ａ Ｂ

歳    出    合    計

平成２９年度　一般会計性質別歳出決算内訳　（決算統計より引用）
（単位：千円、％）



（単位：千円、％）
款 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

節 議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 農林水産業費 商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 災害復旧費 公 債 費 予 備 費 計 構成比

１．報酬 34,464 23,926 1,021 4,025 324 165 17,060 7,701 88,686 0.8

２. 給料 11,887 199,141 44,354 35,515 37,797 12,967 35,909 90,675 468,245 4.2

３. 職員手当等 17,115 126,866 24,730 18,723 21,364 7,966 17,621 46,181 280,566 2.5

４. 共済費 16,852 73,142 13,223 10,257 11,778 3,777 10,083 35,457 174,569 1.6

５. 災害補償費

６. 恩給及び退職金

７. 賃金 9,376 2,120 2,217 3,861 73,043 90,617 0.8

８. 報償費 14,319 6,014 1,932 15,268 2,599 3,751 542 14,418 58,843 0.5

９. 旅費 5,885 6,530 33 18 977 1,045 66 9,426 2,566 26,546 0.2

10. 交際費 292 1,028 144 1,464 0.0

11. 需用費 1,613 52,540 3,140 7,365 4,856 9,951 14,159 12,284 104,641 210,549 1.9

12. 役務費 107 23,797 1,557 2,626 2,545 849 1,398 1,975 18,126 52,980 0.5

13. 委託料 2,672 1,295,185 212,346 161,029 260,033 58,487 132,734 114,036 172,399 6,466 2,415,387 21.5

14. 使用料及び賃借料 6,073 196,307 997 2,902 4,522 918 7,464 1,496 39,525 260,204 2.3

15. 工事請負費 377,300 3,350 774 590,462 10,242 302,863 312,471 1,218,726 142,809 2,958,997 26.3

16. 原材料費 5,896 1,601 183 3,296 10,976 0.1

17. 公有財産購入費 2,040 9,307 166 404 11,917 0.1

18. 備品購入費 30 2,733 204 79 388,627 556 3,342 19,403 414,974 3.7

19. 負担金補助及び交付金 905 193,491 252,522 152,816 191,450 27,257 14,979 256,181 129,596 9,016 1,228,213 10.9

20. 扶助費 555,852 9,875 565,727 5.0

21. 貸付金 70,000 70,000 0.6

22. 補償補填及び賠償金 9,595 5,520 362 366 15,843 0.1

23. 償還金利子及び割引料 10,321 14,901 164 2,603 489,598 517,587 4.6

24. 投資及び出資金

25. 積立金 795,873 19 20 1 1,642 797,555 7.1

26. 寄附金

27. 公課費 149 59 23 785 206 1,222 0.0

28. 繰出金 515,155 4,218 5,213 524,586 4.7

合　　　計 97,895 3,413,659 1,651,597 400,678 1,546,065 206,938 562,833 730,126 1,984,507 162,357 489,598 11,246,253 100.0

平成２９年度　一般会計節別歳出決算内訳



事　　　業　　　名

財政融資 簡　　保 郵　　貯

新 庁 舎 建 設 事 業 1,439,814 21.6 182,114 1,257,700

消 防 防 災 施 設 等 整 備 事 業 312,088 4.7 312,088

総 務 事 業 ・ そ の 他 48,579 0.7 6,979 37,200 4,400

小　　　　　計 1,800,481 27.0 6,979 0 0 37,200 186,514 1,569,788

民 生 費 地域総合整備資金（ふるさと融資） 61,128 0.9 61,128

衛 生 費 上 水 道 整 備 事 業 190,425 2.9 67,939 122,486

農林水産業費 農 業 施 設 整 備 事 業 3,262 0.1 3,262

道 路 橋 り ょ う 整 備 事 業 619,289 9.3 509,221 60,814 49,254

公 営 住 宅 建 設 事 業 164,100 2.5 164,100

小　　　　　計 783,389 11.8 673,321 0 0 0 60,814 49,254

幼 稚 園 施 設 整 備 事 業 25,636 0.4 25,636

小 学 校 施 設 整 備 事 業 399,427 6.0 305,657 76,170 17,600

中 学 校 施 設 整 備 事 業 65,498 1.6 65,498

学 校 給 食 施 設 整 備 事 業 147,533 2.2 30,113 117,420

社会教育施設施設整備事業 18,976 0.3 15,300 3,676

小　　　　　計 657,070 10.5 416,568 76,170 0 0 164,332 0

土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業 113,491 1.7 113,491

土 木 ・ 農 林 災 害 復 旧 事 業 89,222 1.3 89,222

小　　　　　計 202,713 3.0 202,713 0 0 0 0 0

そ の 他 臨時財政対策債 ・減税補てん債等 2,968,999 43.8 2,294,800 4,488 264,701 394,004 11,006

3,665,582 80,658 264,701 37,200 866,792 1,752,534

55.0 1.2 4.0 0.6 13.0 26.2

　　　平 成 29 年 度 末　地 方 債 現 在 高 調

区　　分 地方債現在高 左の構成比

地  方  債  現  在  高  の  借  入  先  別  内  訳

政　府　資　金
県振興基金 銀行等 金融機構

（単位：千円）

100.0

総 務 費

土 木 費

教 育 費

災害復旧費

合　　　　　　　　　計 6,667,467



財　　　源　　　内　　　訳 財　　　源　　　内　　　訳

国県支出金 地 方 債
そ の 他 の
特 定 財 源 一般財源 国県支出金 地 方 債

そ の 他 の
特 定 財 源 一般財源

大作集会所建設事業費（繰越明許費） 28,819 21,600 7,219 道の駅施設等改修工事費 9,630 9,630

新庁舎建設事業費（繰越明許費含む） 11,635 11,635 林業等活性化対策報償費 2,505 2,505

光ファイバーケーブル移転工事費 5,953 1,058 4,895 その他（空き店舗活用事業補助金など） 8,153 8,153

携帯電話基地局鉄塔撤去工事費 4,510 4,400 110 計 20,288 0 0 0 20,288

その他（山木屋出張所改修工事費など） 4,582 4,582 道路維持修繕事業費（繰越明許費含む） 139,096 62,316 76,780

計 55,499 0 26,000 1,058 28,441 農業基盤整備促進事業費 89,183 69,101 20,082

山木屋小中学校建設事業費 1,107,701 721,618 386,083 公営住宅長寿命化対策費 46,632 21,349 11,890 13,393

粗飼料生産流通拠点施設施設整備事業費 499,490 332,143 45,794 121,553 道路施設定期点検事業費（繰越明許費） 32,637 19,200 13,437

施設園芸導入推進事業費 476,057 338,108 137,949 町道西方飯野線道路改良事業費 28,334 11,880 12,700 3,754

山木屋地区復興拠点（商業施設）整備事業費（繰越明許費含む） 323,614 237,205 86,409 河川維持補修事業費（事故繰越し含む） 28,227 10,325 17,902

山木屋幼稚園改修事業費 123,679 82,252 41,427 町道新中町中道線道路改良事業費（繰越明許費含む） 22,002 11,579 9,800 623

福島原子力災害避難区域等帰還・再生加速事業費 42,614 42,614 町道芦沼田線道路改良事業費 20,674 20,600 74

震災対策・戦略作物生産基盤整備事業費 31,250 31,250 橋りょう長寿命化補修事業費 19,827 11,777 8,050

川俣ホーム整備事業負担金 6,343 6,343 町道中島・諏訪線道路改良事業費 17,801 11,900 4,676 1,225

仮置場整備工事費 6,325 6,325 街路灯設置費 9,101 9,101

その他（住民支援事業費など） 29,909 853 29,056 町道平場線道路改良工事費 8,022 8,000 22

計 2,646,982 1,761,118 0 45,794 840,070 町道西町線道路改良工事費 7,972 7,900 72

浄化槽設置整備事業費 35,719 13,079 22,640 その他（住宅維持補修費など） 23,362 12,541 10,821

太陽光発電システム設置整備事業費 7,141 7,141 計 492,870 148,426 70,900 98,208 175,336

施設管理費 775 775 デジタル防災行政無線整備事業費 223,496 222,600 896

計 43,635 13,079 0 0 30,556 消防施設整備事業費 100,658 67,900 32,758

ふくしま森林再生事業費（繰越明許費含む） 64,538 54,846 9,692 消防施設維持費 2,131 41 2,090

峠の森自然公園管理費 28,615 28,615 計 326,285 0 290,500 41 35,744

県営一般農道整備事業小島地区負担金 28,000 28,000 小学校舎等施設修繕等工事費 20,032 2,634 17,398

用水路等改修工事費（繰越明許費含む） 25,539 25,539 幼稚園舎等施設修繕等工事費 3,216 3,216

集会施設管理運営事業費 20,273 11,598 8,675 その他（中学校舎修繕等工事費など） 34,267 34,267

林道工事費 8,580 8,580 計 57,515 2,634 0 0 54,881

計 175,545 54,846 0 11,598 109,101 合　　　計 3,818,619 1,980,103 387,400 156,699 1,294,417

区分 事 業 名 又 は 経 費 種 目 決 算 額 区分
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事 業 名 又 は 経 費 種 目 決 算 額

※決算統計より引用

教

育

費

（ 単位 ：千円　） （ 単位 ：千円　）

平成２９年度　一般会計投資的経費調（普通建設事業費）



財　　　源　　　内　　　訳 財　　　源　　　内　　　訳

国 県 支 出金 地 方 債
そ の 他 の
特 定 財 源 一般財源 国県支 出金 地 方 債

そ の 他 の
特 定 財 源 一般財源

除染対策事業費（繰越明許費含む） 828,741 828,741 農業基盤整備促進事業費（繰越明許費含む） 89,163 69,101 20,062

帰還環境整備交付金基金積立金 351,149 351,149 ふくしま森林再生事業費（繰越明許費含む） 64,538 54,846 9,692

山木屋地区復興拠点（商業施設）整備事業費（繰越明許費含む） 324,718 237,205 56 87,457 震災対策・戦略作物生産基盤整備事業費 31,250 31,250

農業水利施設保全再生事業費 280,627 227,069 53,558 県営一般農道整備事業負担金 28,000 28,000

福島原子力災害避難区域等帰還・再生加速事業費 99,695 99,695 森林環境交付金事業費 2,585 2,585

モニタリング事業費 61,793 61,793 ふくしま恵みPR支援事業費 2,307 2,307

災害派遣職員負担金 34,729 34,729 農地等除染対策事業費 1,443 244 1,199

山木屋地区復興拠点（商業施設）管理費 34,180 8,559 14 25,607 原子力被災12市町村農業者支援事業費 804 800 4

住民支援事業費 32,371 30,119 2,252 計 1,287,309 822,092 0 114,895 350,322

新庁舎建設事業費（繰越明許費含む） 11,652 11,652 商工業振興事業諸経費 41,566 40,986 580

原子力災害復興基金積立金 11,000 11,000 計 41,566 40,986 0 0 580

復興事業費 3,227 3,227 道路維持修繕事業費 62,316 62,316

円卓会議費 701 701 河川維持補修事業費 10,325 10,325

山木屋地区復興推進委員会運営費 324 324 町道中島・諏訪線道路改良事業費 5,846 5,846

復興会議運営費 160 160 計 78,487 72,641 0 0 5,846

原子力災害対策諸経費 62 62 デジタル防災行政無線整備事業費 223,496 222,600 896

計 2,075,129 1,844,330 0 11,070 219,729 地域安全パトロール事業費 100,521 100,215 306

国民健康保険特別会計繰出金 106,295 15,621 90,674 災害対策費 665 665

災害救助臨時経費 11,399 11,399 計 324,682 100,215 222,600 0 1,867

緊急通報体制整備事業費 3,948 39 620 3,289 山木屋小中学校建設事業費 1,107,922 721,618 386,304

計 121,642 15,660 0 620 105,362 山木屋幼稚園改修事業費 123,679 82,252 41,427

保健対策事業費 10,609 10,609 子どもの屋内運動場事業費 15,098 10,065 5,033

放射線健康対策事業費 1,763 1,763 避難児童・生徒等支援事業費 13,603 11,591 2,012

計 12,372 12,372 0 0 0 山木屋小中学校環境整備事業費 3,331 1,425 1,906

粗飼料生産流通拠点施設整備事業費 500,100 332,143 45,794 122,163 山木屋幼稚園環境整備事業費 1,374 1,362 12

施設園芸導入推進事業費 476,060 338,108 137,952 計 1,265,007 828,313 0 0 436,694

営農再開支援事業費 91,059 91,059 合　　　計 5,206,194 3,736,609 222,600 126,585 1,120,400
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（ 単位 ：千円　） （ 単位 ：千円　）

平成２９年度　東日本大震災及び原子力災害に要した主な経費調（一般会計）

総

務

費

区分 事 業 名 又 は 経 費 種 目 決 算 額 区分 事 業 名 又 は 経 費 種 目


